
完全オリジナル問題 ！
令和７年度

賃貸不動産経営管理士ＷＥＢ講座
演習講座(全３回)

、 。 （ ）。※ 著作権は 総合資格学院に帰属しています 営利目的での転売を固く禁じます インターネットでの販売を含みます

※この教材は令和７年度のものです。

※ は、本試験で出題された箇所を表しています。この書体の部分

※波線部分は演習講座の出題箇所を表しています。

【問４】前半

●賃貸住宅の意味●

管理業法における「 」とは賃貸住宅

① を とした、② 人の に供する、③ である。賃貸 居住の用 家屋又は家屋の部分目的

賃貸借契約締結前 入居者募集予定＋居住の用に供することが明らか 〇建築中

入居者募集前 〇賃貸借契約の締結が予定

入居者募集中

ex.事務所・倉庫等※１ ×居住用以外の家屋

ウィークリーマンション 許可あり ×旅館業法の

マンスリーマンション ×旅館業法の 許可あり

※２ 〇許可なし

特区民泊 認定事業の用に 供されている※３ ×

供されていない 〇

×民泊法の届出に係る住宅 住宅宿泊事業の用に 供されている※３

供されていない 〇

〇：賃貸住宅に該当する ×：賃貸住宅に該当しない

居住用の家屋の※１ 一棟の家屋について、複数の用に供されている場合の賃貸借契約が締結されている

は賃貸住宅に該当する。部分

滞在期間が長期に及ぶなど生活の本拠として使用されることが予定 施設の衛※２ 利用者の されている、

など、 場合生上の維持管理責任が利用者にある 旅館業法に基づく営業を行っていない

現に人が宿泊している又は現に宿泊の予約や募集が行われて※３ 「事業の用に供されている」とは、

等をいう。いる状態にあること

【問５】前半

● ●賃貸住宅管理業者の登録

原則 賃貸住宅管理業を営もうとする者は、管理戸数 が200戸未満の場合を除き、国土交通大臣の登録を※

受けなければならない。

⇒ 管理戸数が、一時的にでも200戸を超える見込みがあれば、登録を受ける必要がある。

賃貸住宅管理業に係る賃貸住宅の管理戸数が200戸未満であるときは、登録を受けなくても、 賃貸例外

。住宅管理業を営むことができる

⇒ 。管理戸数が200戸未満の場合も登録を受けることは可能

登録を受けた場合には、賃貸住宅管理業に関する規制に服する。⇒

ex.違反行為があった場合は業務停止等の監督処分や罰則の対象となる。

※ 管理戸数は、入居者との間で締結されることが想定される賃貸借契約の数によって数えられる。

・特定転貸事業者（サブリース業者）についても、賃借戸数が200戸未満の場合を除き登録しなければならない。

・ただし、維持保全業務を行っていない場合には、登録は必要とされない。
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●賃貸人の死亡●

①被相続人死亡前に生じていた賃料・敷金返還債務⇒相続財産

・未収賃料（可分債権）

・敷金返還債務（可分債務）

相続人がいる場合 ⇒ どちらも、法律上当然に分割され、各共同相続人が相続分に応じて承継

↓ 遺産分割の対象とならない。⇒

●国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針●

入居者募集を行う場合、物件一覧表や物件広告に「障害者不可」不当な差別的取扱い 該当する ・

。などと記載する

・ 。「火災を起こす恐れがある」等の懸念を理由に仲介を断る

・ 。障害を理由に誓約書の提出を求める

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意見を

全く確認せず、介助者のみに対応を求める。

合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配該当しない ・

。慮しつつ、障害者に障害の状況等を確認する

合理的配慮の提供義務 違反する ・不動産管理業者が重要事項の説明等を行うにあたって、知的障害

を有する者やその家族等から分かりづらい言葉に対して補足を求

める旨の意思の表明があったにも関わらず、補足をすることなく

説明を行った。

違反しない ・不動産管理業者が、歩行障害を有する者やその家族等に、個別訪

問により重要事項説明等を行うことを求められた場合に、個別訪

問を可能とする人的体制を有していないため対応が難しい等の理

由を説明したうえで、当該対応を断った。

※ は、いずれも「宅建業者」の対応指針に関するものである。上記本試験出題箇所

●（改正）空家等対策の推進に関する特別措置法●

①空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む ）をいう。ただし、国又は。

地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

②特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なって

いる状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にある

と認められる空家等をいう。

③空家等活用 中心市街地の活性化に関する法律２条に規定する中心市街地等の区域内の区域であって、

促進区域 当該区域内の空家等の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区

域における経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が

必要となると認められる区域をいう。

市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進するための区域である。

④立入調査等 市区町村長は、一定の場合に、空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し

報告させ、又はその職員若しくはその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って

調査をさせることができる。

なお、当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせようとすると

きは、一定の場合を除いて、その５日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しな

ければならない。

⑤所有者把握 市区町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の長、

の円滑化 空家等に工作物を設置している者（ex.電力会社）等に対して、空家等の所有者等の把握に関

し必要な情報の提供を求めることができる。

令和７年度もズバリ的中がたくさん!!


